
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度

１　雇用者報酬 106,419,028 104,690,078 104,461,133 ▲ 1.6 ▲ 0.2 ▲ 0.1

　（１）賃金・俸給 89,204,509 87,622,792 87,466,111 ▲ 1.8 ▲ 0.2 ▲ 0.1

　（２）雇主の社会負担 17,214,519 17,067,286 16,995,022 ▲ 0.9 ▲ 0.4 ▲ 0.0

　　　ａ 雇主の現実社会負担 13,536,823 13,631,384 13,633,022 0.7 0.0 0.0

　　　ｂ 雇主の帰属社会負担 3,677,696 3,435,902 3,362,000 ▲ 6.6 ▲ 2.2 ▲ 0.0

２　財産所得（非企業部門） 11,893,009 11,635,622 12,569,633 ▲ 2.2 8.0 0.5

　ａ　受　取 14,631,779 13,997,922 14,844,339 ▲ 4.3 6.0 0.5

　ｂ　支　払 2,738,770 2,362,300 2,274,706 ▲ 13.7 ▲ 3.7 ▲ 0.1

  （１）一般政府 ▲ 745,236 ▲ 626,202 ▲ 487,561 16.0 22.1 0.1

　　　ａ　受　取 1,452,666 1,432,502 1,457,148 ▲ 1.4 1.7 0.0

　　　ｂ　支　払 2,197,902 2,058,704 1,944,709 ▲ 6.3 ▲ 5.5 ▲ 0.1

  （２）家　計 12,456,344 12,092,287 12,885,958 ▲ 2.9 6.6 0.5

　　① 利　子 5,972,927 5,491,356 5,582,643 ▲ 8.1 1.7 0.1

　　　ａ　受　取 6,478,992 5,774,156 5,893,978 ▲ 10.9 2.1 0.1

　　　ｂ　支　払 506,065 282,800 311,335 ▲ 44.1 10.1 0.0

　　②配当（受取） 716,099 797,490 1,276,506 11.4 60.1 0.3

　　 ③保険契約者に帰属する財産所得 4,767,049 4,781,510 4,826,640 0.3 0.9 0.0

　　④賃貸料（受取） 1,000,269 1,021,931 1,200,169 2.2 17.4 0.1

　（３）対家計民間非営利団体 181,901 169,537 171,236 ▲ 6.8 1.0 0.0

　　　ａ　受　取 216,704 190,333 189,898 ▲ 12.2 ▲ 0.2 ▲ 0.0

　　　ｂ　支　払 34,803 20,796 18,662 ▲ 40.2 ▲ 10.3 ▲ 0.0

３　企業所得（法人企業の分配所得受払後） 54,032,784 56,128,194 54,454,992 3.9 ▲ 3.0 ▲ 1.0

　（１）民間法人企業 23,115,675 25,208,107 23,194,376 9.1 ▲ 8.0 ▲ 1.2

　　　ａ 非金融法人企業 21,495,047 22,555,111 22,173,949 4.9 ▲ 1.7 ▲ 0.2

　　　ｂ 金融機関 1,620,628 2,652,997 1,020,427 63.7 ▲ 61.5 ▲ 0.9

　（２）公的企業 1,060,307 1,186,439 1,031,916 11.9 ▲ 13.0 ▲ 0.1

　　　ａ 非金融法人企業 596,141 515,642 537,312 ▲ 13.5 4.2 0.0

　　　ｂ 金融機関 464,166 670,797 494,604 44.5 ▲ 26.3 ▲ 0.1

　（３）個人企業 29,856,802 29,733,648 30,228,700 ▲ 0.4 1.7 0.3

　　　ａ 農林水産業 3,202,004 3,425,866 3,648,811 7.0 6.5 0.1
　　　　ｂ その他の産業（非農林水・非金融） 5,362,648 4,865,325 5,617,855 ▲ 9.3 15.5 0.4

　　　ｃ 持ち家 21,292,150 21,442,457 20,962,034 0.7 ▲ 2.2 ▲ 0.3

市町村民所得（1+2+3） 172,344,821 172,453,894 171,485,758 0.1 ▲ 0.6 ▲ 0.6

一人当たり市町村民所得 1,967 1,999 2,020 1.6 1.1

(解説）
平成25年度所得推計における市町村民所得の天草市の現状は、全体で見れば0.6％の減少となっている。雇用者報
酬では0.2％の減少となっており、賃金・棒給では0.2％の減少、雇主の社会負担で0.4％の減少となっている。財産所
得においては、8.0％の増加となっており、特に一般政府の増加が大きくなっている。企業所得においては、3.0％の
減少となっており、民間法人企業は減少しているが、個人企業では、農林水産業、その他の産業ともに増加している
ため1.7％の増加となっている。公的企業も減少している状況である。そのような状況から一人当たりの市町村民所得
においては、1.1％の増加となっている。

※一人当たりの市町村民所得の人口については、各年度ともに県推計人口値による。
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